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サウジ増産も原油高続く   OPEC生産余力に厳しさ ロシア減産分を補えず

日経新聞

サウジアラビアをはじめとする産油国の連合体が増産の拡大に合意した後も、原油価格にほとんど変化はみ

られない。石油輸出国機構（OPEC）と非加盟の主要産油国で構成される「OPECプラス」が増産拡大を決めた2日

の会合以前の水準を上回る価格だ。「石油の中央銀行」と称されるサウジが原油価格高騰を止められないという

のは何が起きているのか。

米政権による圧力にサウジが応じOPECプラスの他の国々と原油生産のペースを上げることで合意した。9月に予

定していた供給拡大を7、8月に前倒しして日量約65万バレルの増産を行う。

増産の狙いは世界の経済成⾧を脅かし、米国のガソリン価格を高値に押し上げた原油高を抑えることにある。米

議会の中間選挙を控え、ガソリン高騰はバイデン大統領の政治問題となっている。

実際の供給量が公表された増産量を下回る可能性がある。OPECプラスの下位の産油国は数カ月前から従来の生

産枠を満たせない状態にある。米調査会社ラピダン・エナジー・グループは7、8月の増産は日量35万5000バレ

ルにとどまるとみている。

国際エネルギー機関（IEA）は経済制裁が強化されロシアの産油量は2022年後半に日量300万バレル減る可能性が

あるとしている。OPECプラスの増産分を大幅に上回る減少量だ。

米国がOPECプラスに増産を求めたのは他の供給元、特に米テキサス州の生産者による供給拡大がはかどらない

ためだ。米国シェール産業は新たな油井の掘削を早めることに消極的で油価高騰による想定外の利益は増産投資

よりも配当金と自社株買いに充てている。

制裁下にあるベネズエラの石油産業に原油輸出の拡大を促そうとする米国の働きかけはまだ実っていない。イラ

ンとの新たな核合意によって同国産原油が再び出回る見通しも立っていない。バイデン氏は環境を理由にカナダ

から米メキシコ湾に原油を運ぶパイプラインの建設認可を取り消したため、カナダに増産を求めるのは政治リス

クを伴う。これらの国が新規供給に動いても、市場に出るには数カ月かかる。

サウジの増産拡大決定は原油価格高止まりの要因になってきたOPECの増産余力の乏しさを一段と深刻にする。

米モルガン・スタンレーによると増産余力は日量200万バレルという「歴史的な低水準」にある。

需要は増え続けている。中国経済が新型コロナウイルス対策の都市封鎖から抜け出せば、需要はさらに増大する

可能性がある。米国ではこの1年でガソリンが6割も値上がりしたが、ドライバーによる需要は旺盛な状態が続い

ている。

コモディティー（商品）の「スーパーサイクル」が始まったという見方も出ている。供給拡大への投資が⾧年

滞っていたところに、各国のコロナ対応景気刺激策の下での新たな消費の急増が重なったという状況だ。

米政権は戦略石油備蓄を放出し石油会社による価格のつり上げを非難し大気汚染に関する規制の一部を緩和した。

連邦燃料税の課税停止も取り沙汰されている。いずれもガソリン価格を押し下げて消費者を原油高の影響から守

る狙いがあり、燃料の需要を抑えるどころか促す可能性がある。

需要が減少に転じるまでは価格高騰が収まりそうにない。だが、原油価格はこの2年間で500%超上がったとはい

え、実質でも名目でも08年の過去最高値を下回っており、さらに上がる可能性があると複数のアナリストは指摘

している。モルガン・スタンレーのアナリスト陣は7～9月期に1バレル150ドルに達する可能性もあるとしている。

だが、もっと急に価格高騰が収まるパターンが現実味を増している観がある。景気が後退して世界経済が収縮す

るとともに、石油需要がしぼむという警戒すべき事態だ。
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